
議案第 １ 号 

 

平成２８年度当別町一般会計補正予算（第４号） 

 

 平成２８年度当別町一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによ

る。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ２４８，２１１千円

を増額し、歳入歳出それぞれ９，７３０，９２７千円とする。 
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の 

 歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担することができる事項、

期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

  （地方債の補正） 

第３条  既定の地方債の変更は、「第３表  地方債の補正」による。 

  

  平成２８年１２月６日提出 

 

                  当別町長 宮 司 正 毅      
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（単位：千円）

事　　　　　　　　　　項 期　　間 限　度　額

庁内情報機器更新整備事業
平成２８年度から
平成３２年度まで

140,309

第　２　表　　債 務 負 担 行 為
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　　変　更

補正前 補正額 補正後

限度額　千円 限度額　千円 限度額　千円

58,400 △ 6,100 52,300

第 ３ 表 　地 方 債 の 補 正

起　債　の　目　的

道路等整備事業債
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１　特 別 職

期末手当

（千円）

年間支給率

（人） (千円） （千円） （月分） （千円）

6,268

3.30

15,633

4.20

そ の 他 の

特 別 職

6,268

3.30

15,633

4.20

そ の 他 の

特 別 職

0

0.00

0

0.00

そ の 他 の

特 別 職

区　　　　分

18,600

地域手当

0

△ 303

0

21,901

21,901

0△ 303

給　　料

18,600

18,600

18,600

0

0

報　　酬

44,680

26,683

71,363

44,680

26,986

71,666

15

362

379

0

0

0

計

長 等

議 員

計

職　員　数

2

15

362

379

2

給　　与　　費  

給　　　　　　与 　　

補正後

補正前

比　較

長 等

議 員

計

長 等

議 員

－150－

-27-



（千円） （千円） (千円） (千円） (千円）

△ 303

0

備　　　考

0 0

78,025

26,986

134,245

0

0

合　　　計

29,234

78,025

26,683

133,942

29,234

△ 303

△ 303

共　済　費

4,132

17,712

21,844

4,132

17,712

21,844

60,313

26,986

112,401

0

0

△ 303

計

25,102

60,313

26,683

112,098

25,102

0

その他の
手　　当

234

0

寒冷地
手　当

234

234

234

　　明　　細　　書

　　　費

－151－
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２　一 般 職

（１）　総　括

報　酬 給　料 職員手当

(人） （千円） （千円） （千円）

補　正　後
(5)

236
101,940 665,717 415,601

補　正　前
(7)

236
99,240 675,717 400,601

比　　　較
(△2)

0
2,700 △ 10,000 15,000

扶養手当 通勤手当 住居手当

（千円） （千円） （千円）

補　正　後 21,378 10,573 22,629

補　正　前 21,378 10,573 22,629

比　  　較 0 0 0

管理職手当 管理職員特別勤務手当 児童手当

（千円） （千円） （千円）

給　　　　与　　　　費

区　　 分

職員手当の内訳

職員数

区　  分

区　  分

－152－

（千円） （千円） （千円）

補　正　後 21,485 54 11,895

補　正　前 21,485 54 11,895

比  　　較 0 0 0

－152－
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計

（千円） （千円） （千円）

1,183,258 225,474 1,408,732

1,175,558 225,474 1,401,032

7,700 0 7,700

時間外勤務手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

51,042 159,128 101,977 15,115

42,042 159,128 95,977 15,115

9,000 0 6,000 0

地域手当

（千円）

共済費 合　　計
備　　　考

( )は再任用短時間勤務職員数（外書き）

－153－

（千円）

325

325

0

－153－
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　分 増減額（千円）

給　　料 △ 10,000 1　給与改定に伴う増減分 1,100

2　その他の増減分 △ 11,100

職員手当 15,000 1　制度改正に伴う増減分 6,900

2　その他の増減分 8,100

増減事由別内訳（千円）

－154－
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給与改定に伴う増減分

1,100

職員数の異動状況

職員の変動等に係る増減分

△ 11,100

勤勉手当 6,900

時間外勤務手当 9,000

勤勉手当 △ 900

0人

0人

補正前 177人

説　　　　明　（千円） 備                    考

補正後 175人

計

175人

区 分
現に在職す
る職員数

その他

0人 177人

△ 2人増　減 △ 2人

－155－
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（３） 給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与

一般行政職

(円）

(円）

(歳）

(円）

(円）

(歳）

イ　初任給

高 校 卒

大 学 卒

28年1月1日現在

区      分 一般行政職（円）

国　の　制　度

一般行政職（円）

146,100 146,100

178,200 178,200

平 均 給 料 月 額 311,834

平 均 給 与 月 額 365,382

平 均 年 齢 42.2

区　　　　　　　　　　　　分

平 均 給 料 月 額 301,422

平 均 給 与 月 額 357,173

平 均 年 齢 42.0

28年11月1日現在

－156－
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ウ　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

区　　分

次長 参与

会計管理者

参事

一般行政職

区　　　分

28年11月1日現在

級

28年1月1日現在

５級 ６級

課長 部長

室長 局長

主査

主事 主事 主任 主幹

技師 技師 係長

計 179 100.0

１級 ２級 ３級 ４級

２級 13 7.3

１級 27 15.1

４級 67 37.4

３級 41 22.9

６級 9 5.0

５級 22 12.3

１級 32 18.3

計 175 100.0

３級 36 20.5

２級 14 8.0

５級 22 12.6

４級 63 36.0

一般行政職

職員数 構成比

（人） （％）

６級 8 4.6

－157－
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エ　昇給

（人）

（人）

（人）

（％）

（人）

（人）

（人）

（％）

オ　期末手当・勤勉手当

備考　（　）内は、再任用職員の支給率

補
　
　
正
　
　
後

補
　
　
正
　
　
前

合計

支給率計
（月分）

区　　　　　分

備考区　分
職制上の段階、
職務の級等によ
る加算措置６月（月分） 12月（月分）

補正前
(1.025)
2.025

(1.175)
2.175

(2.20)
4.20

有

支給期別支給率

補正後
(1.025)
2.025

(1.225)
2.275

(2.25)
4.30

有

級号数別内訳 ４号給 99 99

比率（Ｂ）/（Ａ） 55.9 55.9

職員数（Ａ） 177 177

昇給に係る職員数（Ｂ） 99 99

級号数別内訳 ４号給 104 104

比率（Ｂ）/（Ａ） 59.4 59.4

代表的な職種

一般行政職

職員数（Ａ） 175 175

昇給に係る職員数（Ｂ） 104 104

国の制度
(1.025)
2.025

(1.225)
2.275

(2.25)
4.30

有

－158－
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ　その他の手当

区　  分 備　　考

住　居　手　当 異　な　る 基礎控除額・持家居住者月額が異なる

通　勤　手　当 同　　　じ

区   分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

扶　養　手　当 同　　　じ

国の制度
（支給率等）

25.55625 34.5825 49.59 49.59

定年前早期
退職特例措
置（3％～
45％加算）

支給率等 25.55625 34.5825 49.59 49.59

定年前早期
退職特例措
置（3％～
30％加算）

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 そ の 他 の

(月分） (月分） (月分） (月分） 加算措置等

－159－
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（追加）

金　額 金　額
国　　道
支 出 金

地方債 その他

140,309 H29 ～ H32 140,309 140,309

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額
又 は 支 出 額 の 見 込 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 の 補 正 に 関 す る 調 書

（単位：千円）

前年度末までの 当該年度以降の 左の財源内訳

支出（見込）額 支出予定額 特　定　財　源

期　間 期　間

庁内情報機器更新整備事業

限 度 額
一般財源

事　　　　　　　項

-37-



（単位：千円）

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中 元

起 債 見 込 額 金 償 還 見 込 額

補 正 前 の 額 7,652,458 7,420,181 415,800 961,141 6,874,840

1 補 正 額 △ 6,100 △ 6,100

補 正 後 の 額 7,652,458 7,420,181 409,700 961,141 6,868,740

補 正 前 の 額 3,160,633 2,643,848 89,900 534,350 2,199,398

5 土 木 債 補 正 額 △ 6,100 △ 6,100

補 正 後 の 額 3,160,633 2,643,848 83,800 534,350 2,193,298

補 正 前 の 額 3,896,997 4,044,536 303,375 268,555 4,079,356

3 補 正 額 1,716 △ 1,716

補 正 後 の 額 3,896,997 4,044,536 303,375 270,271 4,077,640

補 正 前 の 額 113,598 97,030 16,789 80,241

1 減 税 補 て ん 債 補 正 額 112 △ 112

補 正 後 の 額 113,598 97,030 0 16,901 80,129

補 正 前 の 額 3,760,219 3,931,899 303,375 244,040 3,991,234

3 臨 時 財 政 対 策 債 補 正 額 1,604 △ 1,604

補 正 後 の 額 3,760,219 3,931,899 303,375 245,644 3,989,630

補 正 前 の 額 11,549,455 11,464,717 719,175 1,229,696 10,954,196

補 正 額 △ 6,100 1,716 △ 7,816

補 正 後 の 額 11,549,455 11,464,717 713,075 1,231,412 10,946,380

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み の 補 正 に 関 す る 調 書

区　　　　　　　　　　分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

当該年度中増減見込額
当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額

普 通 債

そ の 他

合　　　　　計
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